
日本 家 政 学 会 誌 Vol.43 No.12 1175～1183 (1992)
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Following the report of Part 2, the correlation between domestic life consciousness and use of 
services relative to food was analyzed by factor analysis. 
The results obtained were as  follows  : 

(1) The controlling factor of service-uses was consciousness of the value of homemaking, and the 
promoting factors were consciousness of negative view toward sex roles, men and women cooperation, 
skimping house-hold tasks, thinking much of economical value, and rationalization of house-hold 
tasks. 

(2) Consciousness of the value of homemaking effected most the service-uses and that of 
rationalization of house-hold tasks next. And the others equally effected less. 

(3) With diversification of life style, the way of promoting service-uses was more complicated, 
and which may be the cause of remarkable increase of service-uses. 
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1. 緒 言

本研究は,近 年における家計サービス支出の増大化傾

向1)に 着 目し,と りわけ家庭生活の変容をもた らす要因

として注目される家事サービスの導入を取 り上げ,家 庭

経営的立場 よりその利用構造の一端を捉えようとするも

のである2)3).

前 報3)で は,家 政的生活意識を家事サービスの利用抑

制要因として捉え,そ の検証を行った.得 られた結果に

おいて家事サービス利用に影響する家政的生活意識 とし

て,手 づくり意識,性 別分業観,家 事技術の自己評価を

特定することができ,そ の傾向は食生活関連サービスに

おいて顕著であることが明らか となった.し かし特定さ

れた生活意識はきわめて限られており,さ らに家政的生

活意識をより広く捉えることにより,家 事サービスの利

用促進および利用抑制 との関連をより明確にする必要が

ある.

したがって本報は,前 報3)に 引 き続き家事サービス利

用要因としての家政的生活意識に着 目するとともに,サ

ービス利用の対象を食生活関連サービスに焦点化し,家

事サービスの利用構造をより鮮明に捉えることを目的 と

する.家 政的生活意識因子 と家事サービス因子の相関分

析を試みることにより,生 活意識 と家事サービスの利用

促進 ・抑制との関連が因子間関連 としてより構造的に捉

えられると考える.
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2. 研究方法

(1) 調査方法

家事サービス利用は,主 として家事の合理化を目的と

する場合が多 く,そ の意味において利用要因としての家

政的生活意識は主婦 としての役割遂行とのかかわ りが大

きい.そ こで家政的生活意識の調査項目を設定するにあ

たり,主 婦 としての女性の役割概念を検討すると,役 割

遂行に伴 う活動は,① 基本的生命 ・生活維持関連の活動,

② 次世代育成関連の活動,③ 経済関連活動,④ 創造 ・

余暇関連活動の4つ に分類される.さ らにこれらの活動

は,① 家事労働 ・健 康管理,② 教 育,③ 家 計管理 ・

職業,④ 余暇 としてカテゴリーを具体化する ことが で

きる4).こ れ らに基づき,家 事労働観として食生活 関連

を中心に家事労働評価および家事遂行に伴 うi義務 ・責任

感を取 り上げるとともに,さ らに性別分業観,家 計管理

観 家庭生活観,職 業観,余 暇観などを問 うこと とし

た5).そ れ ぞれを軸 として偏 りなく調査項目が含まれ る

よう予備調査を通じて項目の選定を行い,本 調査項 目と

して最終的に表1に 示す41項 目を決定 した.調 査 実施

にあたっては,各 カテゴリーの項目をランダムに並べ替

え,「 非常に思 う」,「やや思う」,「どちらとも言えないふ

「あまり思わない」,「全 く思わない」の5段 階尺度 に よ

る回答 とした,

一方,家 事サービス項 目については,食 生活関連サー

ビスにおいて生活意識の影響が顕著であった前報の結果

に基づいて,そ の対象を食生活関連サービスに絞 り,生

活意識同様に予備調査を通 じて最終的 に表1に 示す38

項 目を決定 した.利 用程度は既報 同様 「よく利用する」,

「ときどき利用する」,「利用したことがあ る」,「利用 し

たことがない」の4段 階尺度である.

さらに調査対象者の社会的属性については,本 人の年

齢 ・職業 ・学歴および家族の続柄 ・年齢に加えて,単 身

赴任や遠隔地在学など不在家族による食生活傾向の変化

を想定 し同居別居の別を記入させた.

調査対象者は,① 盛岡市内の公立小学校1・2年 生児

童,② 岩手県立高等学校生徒,③ 旧制岩手県立女学校

同窓会会員それぞれの家庭における家事担当者である.

①,② の児童生徒の家庭には学校を通じて配布回収し,

③ の同窓会会員については郵送により,い ずれ も自記

式質問紙による調査を実施 した.得 られた回答数793の

表 1. 家政 的生活意識 ・家事サービス利用調査項目
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中か ら,属 性項目および生活意識項 目・家事サービス項

目に不備のあるデータを削除し,最 終的に510を 有効数

として以下の分析処理を行 った。

調査期 日は1990年9～10月 である.

(2) 分析方法

調査対象者の家政的生活意識因子および食生活関連サ

ービス因子の抽出を目的として主因子法による因子分析

を行 うとともに,抽 出された各因子得点に基づ く特徴的

傾向の把握および相関分析を試みた.

データ処理は岩手大学情報処理セソターTSSに よる

SASを 利用して行 った.

3. 結 果および考察

(1) 調 査対象者の概要

属性別構成は表2に 示す とおりである.年 齢は既報に

おいて家事サービス利用の傾向が顕著に異なる3群 によ

る分類とし,学 歴は調査対象校の所在地 との関連および

旧制女学校同窓会会員を対象 としたことか ら中学校卒が

きわめて少数であったため2群 による分類 とした.家 族

型および職業の分類は既報に準ずる.

表2よ り,年 齢は36～50歳 の比率が高 く約半数 を 占

める.家 族型との関連を年齢別にみると,若 年齢群およ

び中年齢群では7割 以上が核家族であり,高 年齢群では

4割 が子どものいない夫婦のみ世帯である.職 業は各年

代 ともに無職が最も多 く,次 に勤務者と続 く.年 齢別に

みると若年齢群 と高年齢群では無職が6割 以上を占める

が,中 年齢群では4割 台と減少し,そ の分パー ト・内職

が多い.学 歴は年齢別では若年齢群ほど高学歴であり,

資料は示さないが勤務者の学歴が他群に比較 して高い.

また前述調査対象者の選定による影響を反映し,既 報に

比較 し全体的に高学歴の傾向が認められる.

(2) 生活意識 ・家事サービス利用の全体傾向

生活意識に関しては,「非常に思 う」5点,「 やや思う」

4点,「 どちらとも言えない」3点,「 あまり思わない」

2点,「 全く思わない」1点 とし,さ らに家事サ ー ビス

利用に関しては 「よく利用する」4点,「 ときどき利用

する」3点,「 利用 したことがある」2点,「 利用したこ

とがない」1点 として各項 目の回答を点数化し,調 査項

目ごとに平均値および標準偏差を算出した.

標準偏差の小さな項目から全体に共通する傾向をみる

と,生 活意識では,大 切な仕事としての家事評 価(N0.

13,19),老 後 の蓄え(N0.26),仕 事をする上での家族協

力(N0.29),家 族 と過 ごす時間の大切さ(No.33)が 際

だって高い.し かし全体として否定的評価を示す性別分

業観に関する項 目群(No.6,27)で は標準偏差が大 きく,

個人差が大 きい事実を確認することができる.一 方家事

サービス利用では,だ しの素やつゆの素などの利用率が

際だって高く,既 報 との比較において普及率が著しく高

まっている実態に注目できる.逆 にレトル トの主食食品

やカット野菜は利用度 ・標準偏差 ともに低 く利用対象者

が依然として限定 されている.

以上の全体傾向は,既 報の結果を裏付けるものである

ため資料を省略するが,そ れ と同時に食生活関連の家事

サービス利用が短時間の間に著 しく日常生活に浸透しつ

つある実態を示す事実として捉えられる.属 性別傾向に

関しては,後 述の平均因子得点による分析においてその

特徴を明らかにすることとする.

(3) 因子分析

生活意識とサービス利用 との関連をより詳細に捉える

ことを目的とし,生 活意識 ・家事サービス利用それぞれ

に主因子法による因子分析を試みた.固 有値1.0以 上 で

規準化バ リマックス回転を行 った結果,生 活意識では10

因子,家 事サービス利用では8因 子が抽出された.表3-

1に 生活意識,表3-2に 家 事サービス利用における因子

負荷量を示す.各 々の因子を構成する項 目に共通する特

徴か ら因子の解釈を行った結果を表3-1,3-2の 右 欄 に

示す。

(4) 属性別平均因子得点

生活意識 と家事サービス利用因子の平均因子得点を属

性別に算出することにより,属 性別傾向を検討 した結果

を以下に述べる。

1) 生活意識

各属性の生活意識パターソを図1に 示すとともに,属

性間における各因子得点の'検 定結果を表4に 示す.

年齢別では,高 年齢群において第1因 子の食事手づ く

り志向,第7因 子の家事合理化志向が高く,第8因 子の

計画的消費志向は年齢が高 くなるとともに高まる傾向が

認められる。また第2因 子の性別分業肯定志向は若年齢

群 ・高年齢群が高く中年齢群で低 くなってお り,第3因

表 2. 調査対象者の属性

(註) 年齢群
家族型・職業・学歴群
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子の男女協力志向は若年齢群・中年齢群が高く高年齢群

で低くなる傾向が捉えられる.

家族型別では,夫 婦のみ世帯において第1因 子の食事

手づくり志向および第7因 子の家事合理化志向が高く,

高年齢群の傾向を反映しているが,第10因 子の職業重

視志向が低い傾向は独 自である.全 体的に核家族では顕

著な特徴は認められず,拡 大家族における職業重視志向

の高さは若夫婦に共働きが多い実態を反映していると思

われる.

職業別では,勤 務者群と無職群に特徴的傾向が認めら

れる.す なわち,第2因 子の性別分業肯定志向は無職群

において高く勤務者群において低い傾向が顕著であり,

さらに勤務者群では第10因 子の職業重視志向が他群に

比較し際だって高く,第6因 子の経済性重視志向が低い

傾向が認められる.さ らに農業・自営業群はより勤務者

群に近く,パ ート・内職群はより無職群に近い形で両者

の中間的傾向を示す.

学歴別では,高 学歴群において性別分業肯定志向が低

表 3-1. 生活意識因子負荷量

表 3-2. 家事サービス因子負荷量
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く,男 女協力志向が高い傾向が明 らかであるが,他 の因

子に関してはほとんど差が認め られない。

以上において性別分業観とかかわる第2因 子および第

3因 子が示す傾向は,前 報の結果を裏付けている.し か

し第1因 子の食事手づくり志向は,前 報とは異な り,職

業ではなく年齢と強いかかわ りを示 している.こ の結果

は,前 報における手づくり意識が選択肢の内容において

実態を反映させるものであったためと考えられ,実 態に

おいては時間的拘束度とかかわって職業による影響が大

きく,意 識においては年齢による影響が大きい6)こ とを

示す事実として捉えられる.さ らに本報では属性 とのか

かわ りにおいて,家 事合理化志向,経 済性重視志向,職

業重視志向,計 画的消費志向などの位置づけを明らかに

することができると同時に,家 事手抜き志向,家 族生活

重視志向,生 活充実志向は属性による偏 りがみられない

意識であることが明らかとなった.

2) 家 事サービス利用

各属性の家事サービス利用パターンを図2に 示すとと

もに,属 性間における各因子得点の ψ検定結果を表5に

示す.

年齢別では,第1因 子のインスタン ト・冷凍献立食品

および第3因 子の主食冷凍 ・レンジ食品の利用が若年齢

群 ・中年齢群において高く,高 年齢群で低い傾向が顕著

であ り,さ らに高年齢群では第2因 子のそうざい利用が

図 1. 生活意識の因子得点パターン 図 2. 家事 サービス利用の因子得点パターン

表 4. 生活意識の平均因子得点問'検 定結果
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高い.既 報においては,高 年齢群に第1,第3因 子の利

用抑制は認められたが,第2因 子の利用促進は認められ

ず,手 づ くり意識の高い高年齢群におけるサービス利用

がそうざいにおいて伸びを示す事実に注 目できる.さ ら

に若年齢群では,第5因 子のだし。つゆの利用が顕著に

高 く,第6因 子の冷凍素材食品もやや高い傾向を示す.

家族型別では,夫 婦のみ世帯において高年齢群の利用

傾向を反映 して第1因 子のイソスタント・冷凍献立食品

における利用低下が著しい一方で,第7因 子のレトル ト

食品がやや高い傾向が認め られ,レ トル ト食品の利便性

および調理の簡便性が少人数家族の高年齢群の利用を促

していると推察される.

職業劉では,第1因 子のインスタン ト・冷凍献立食品

の無職群における利用が他群に比較してやや低い一方,

第8因 子の外食 ・出前では無職群の高さと勤務者群の低

さの対比に注目できる.さ らに農業 ・自営群における第

6因 子の冷凍素材食品,パ ー ト・内職群における第7因

子のレトル ト食品に利用の落ち込みが認められる.

学歴別では,高 学歴群において第8因 子の外食 ・出前

が高い以外に差は認められない.

以上のように,高 年齢群のそうざい利用,夫 婦のみ世

帯のレトルト食品利用および無職群の外食 ・出前利用な

ど新たな利用傾向が捉えられ,既 報調査後5年 間の時間

経過に伴い,食 生活関連における個々のサービスの意味

づけが大きく変容する過程が捉えられたと考える.

(5) 因子間相関

1) 調査対象者全体

対象全体の生活意識因子と家事サービス因子との相関

係数を算出した結果を図3に 示す.因 子間相関図より,

食事手づくり志向によるイソスタソト・冷凍献立食品お

よび各種そうざいの利用抑欄が顕著である一方,男 女協

力志向および経済性重視志向によるインスタント・冷凍

献立食品の利用促進が認められる.同 時に男女協力志向

は主食 ・レソジ食品の利用を促進している事実から,新

たな食生活関連サービスの利用を促す意識 として捉えら

れる.家 事合理化志向に関しても主食 ・レンジ食品,冷

凍素材食品,レ トル ト食品などの新たなサービス利用の

促進傾向は認められるが,同 時に高年齢群の利用が高い

そ うざいの利用促進および高年齢群の利用が顕著に低い

インスタント・冷凍献立食品の利用抑制が認められる事

実に注 目できる.し たがって高年齢群に特徴的にみ られ

る家事合理化志向の高さが,そ うざいの利用を促進する

一方でインスタソト・冷凍献立食品の利用を抑制する傾

向が全体傾向に反映していると考えられる.高 年齢群に

おける家事合理化志向は,あ くまでも新たなサービスを

表 5. 家事サービス利用の平均因子得点問t検 定結果

図 3. 生活 意識 ・家事サービス因子問相関図(全 体)
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取 り入れることを意味するのではなく,こ れまでの生活

スタイルを維持 しつつ手間が省ける範囲内での時間 ・労

力の節約を指す と推察される.そ の意味で家事合理化志

向は,新 たなライフスタイルを背景とする進歩的合理化

志向と,保 守的家事遂行の実態を背景とし,そ の上での

要求の顕在化 としての合理化志向とを含むと思われる.

さらにだし.つ ゆの利用と家事手抜き志向,家 族生活重

視志向および職業重視志向との関連が認められ,家 族と

の時間や職業労働時間に価値をおく意味が家事手抜き志

向とサービス利用 との結びつきを助長していると考えら

れる.外 食 ・出前については,家 事手抜き志向と性別分

業肯定志向との関連が認め られる.性 別分業肯定志向が

外食 ・出前の利用を促す事実か らは,外 食 ・出前サービ

スが単なる家事手抜 きの対象にとどまらず,家 族中心の

新たなライフスタイルを象徴する生活行動として定着し

ている実態が窺える.計 画的消費志向,生 活充実志向,

お よび職業重視志向にみられる新たな形態のサービス利

用抑欄に関しては,後 述属性別比較において検討するこ

ととする.

2) 属性別相関比較

どのような属性の相関が前述全体相関における相関に,

大 きく影響 しているかをより明確に捉えることを目的と

し,各 属性別に生活意識 と家事サービス因子間の相関係

数を算出した.

表6に 示すように,食 事手づ くり志向では,イ ンスタ

ント・冷凍献立食品の負相関が夫婦のみ世帯を含めた高

年齢群 と勤務者群を除 く他の属性群すべてに認められ,

きわめて共通性の高い相関であることが明らかである。

同様にそうざいも共通性は高いが,若 年齢群 と自営 ・自

由業および勤務者を除 く点で年齢群の対比に注 目できる.

また性別分業肯定志向と外食 ・出前利用の相関が中年齢

群,核 家族世帯,高 学歴群の相関を反映している事実は,

前述の考察を裏づけている.

家事手抜き志向は,全 般的に中年齢群,高 学歴群にお

ける相関が大きく影響 してお り,一 方経済性重視志向と

インスタント・冷凍献立食品との相関は若年齢 ・中年齢

群に認められない点が特徴的である.さ らに家事合理化

志向との相関は,そ うざい利用において高年齢群の影響

が認められ,前 述の考察を裏づけている.し かし,イ ン

スタント・冷凍献立食品では合理化意識の高い高年齢群

以外における相関の影響がみ られ,前 述属性別生活意識

において保守的家事遂行 とかかわると推察 された家事合

理化志向の存在が,高 年齢群に限定されない事実をここ

において確認できる.

家族生活重視志向,計 画的消費志向,生 活充実志向,

お よび職業重視志向に関する相関については,属 性 との

関連における特徴的な傾向が認められず,直 接的に家事

サービス利用に影響を及ぼす意識として特定できない.

前述家事手抜き志向とのかかわ りにおいて位置づけたよ

うに利用促進 ・抑制を助長する補助的意識因子として解

表 6. 全体因子問相関の属性劉比較
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釈するのが妥当であると考える.

なお,各 属性独 自に認められる相関についての検討も

行ったが,全 体相関とのかかわ りにおける相関以上に特

筆すべき結果を得ることができなかったため省略する.

(6) クラスター分析

前述の結果に基づき,各 生活意識を家事サービス利用

要因として明確に位置づけることを目的とし,生 活意識

因子のグルーピングを試みた.各 家事サービス因子との

全体の相関係数を変数とし,WARD法 によるクラスタ

ー分析を試みた結果を図4に 示す.

融合過程に明らかなように,食 事手づ くり意識はいず

れのサービス因子 とも負相関を示すことから利用抑制効

果がきわめて大きく利用抑制要因として単独クラスター

を形成している.さ らに,性 別分業肯定志向と家事手抜

き志向は外食 ・出前利用 との正相関において類似度が高

く,男 女協力志向と経済性重視志向はインスタント・冷

凍献立食品利用 との正相関において類似度が高いことか

ら,い ずれも利用促進要因 としての融合がみられる.ま

た家事合理化志向は,主 食 ・レンジ食品との正相関にお

いて男女協力志向と類似 し,冷 凍素材食品との正相関に

おいて家事手抜き志向と類似することから,他 の4因 子

と融合 して5因 子による利用促進要因としてのクラスタ

ーを形成 している.し たがって,保 守的家事遂行に伴 う

意識 としての家事合理化志向は,一 部サービスに限定さ

れた抑制効果を示す意識 として位置づけられ,そ の影響

を凌いで促進効果が大きいと判断できる.一 方,家 族生

活重視志向と職業重視志向はだし ・つゆの利用において

共通して正相関を示し,計 画的消費志向と生活充実志向

は際だった特徴的相関が認められない点で共通すること

か ら4因 子が融合して クラスターを形成しているが,こ

れ らは利用要因として特定するには至らず,前 述補助的

要因のクラスターとして捉えられる.

以上,ク ラスター分析により利用促進要因 と利用抑制

要因をそれぞれ特定することができた と考える.各 属性

間の平均因子得点の開きが大でサービス利用への影響が

大であるほど図4に おける各 クラスターの融合 レベルが

高くなってお り,そ の意味において家事サービス利用へ

の各因子の影響度は食事手づ くり志向が最も大きく,家

事合理化志向がこれに続き,他 の4要 因は影響度におい

て並列であることが明らか となった.

4. 要 約

前報に続 き,家 事サービス利用要因としての家政的生

活意識に着 目するとともに,サ ービス利用の対象を食生

活関連サービスに焦点化し,家 政的生活意識因子 と家事

サービス因子の相関分析を試みた結果は以下に要約され

る.

(1) 主因子法による因子分析の結果,生 活意識では10

因子,家 事サービス利用では8因 子が抽 出された.

(2) 平均 因子得点による属性別生活意識パターンの比

較においては,高 年齢群の食事手づ くり志向および家事

合理化志向の高さ,中 年齢群の性別分業肯定志向の低さ,

勤務者群の職業重視志向の高さおよび経済性重視志向の

低さなどが新たに認め られた.

(3) 同様 に家事サービス利用パターンの比較において

は,高 年齢群のそ うざい利用,夫 婦のみ世帯のレトル ト

食品利用,お よび無職群の外食 ・出前利用の高さなどが

新たに認め られた.

(4) 生活意識と家事サービスの因子間相関においては,

(1) 食事手づ くり志向によるインスタント・冷 凍献立食

品およびそ うざい利用抑制の共通性がきわめて高いこと,

(2) 性別分業肯定志向による外食 ・出前利用促 進が新 た

なライフスタイルを象徴する生活行動として定着してい

ること,(3)家 事合理化志向に含まれる進歩的合理化 お

よび保守的家事遂行の2つ の意識がそれぞれに利用促進

および利用抑制にかかわることなどが明らかとなった.

(5) クラスター分析により,家 事サービス利用抑制要

因として食事手づ くり志向,利 用促進要因として性別分

業肯定志向 ・男女協力志向 ・家事手抜き志向 ・経済性重

視志向 ・家事合理化志向の5因 子を特定できるとともに,

家族生活重視志向 ・計画的消費志向 ・生活充実志向 ・職

業重視志向の4因 子を補助的利用要因として位置づける

ことができた.

(6) 各要 因が家事サービス利用におよぼす影響度は,

食事手づくり志向が最も高 く,つ ぎに家事合理化志向が

続き,さ らに性別分業肯定志向 ・男女協力志向 ・家事手

図 4. クラスター分析融合過程
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抜 き志向 ・経済性重視志向が並列に位置つくことが明ら

かとなった.

以上,既 報 との比較において家事サービスの伸びが著

しい事実に基づき,属 性 との関連において利用促進およ

び利用抑制要因を特定することができ,利 用構造をより

鮮明に捉えることができたと考える.ラ イフスタイルの

多様化を反映し,利 用抑制構造に比較し利用促進構造が

複雑化している実態が明らかであり,今 後の利用予測に

おいてはライフスタイルを軸 とした分析が有効となると

思われる.

最後に,本 研究は(財)生命保険文化センター学術振興委

員会による家庭経済学調査研究助成の対象として行われ

た ものであることを記し,深 く感謝の意を表したい.
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